
１　総括

 ⑴ 人件費の状況（普通会計決算）

 ⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数については、令和3年4月1日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間
　　　　勤務））及び会計年度任用職員を含まない。
　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、
　　　　会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

※類似団体平均についは、公表されている数値の直近の年度のものとしています。

 ⑶ ラスパイレス指数の状況

（注） 1 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数
（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額
を100として計算した指数

2 （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域
手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用い
て補正したラスパイレス指数。
（補正前のラスパイレス指数×（１+当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当
支給率）により算出。）

3 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
※ 令和3年4月1日現在のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上

昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

令和4年度　三次市人事行政の運営等の状況

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率 （参考）

12.5

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり 類似団体平均

３年度 50,398 39,669,071 1,310,521 5,520,264 13.9

令和２年度の人件費率

令和 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

（令和４年1月1日） 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

5,937 5,938３年度 464 1,745,458 325,806 683,699 2,754,963

給与費 B/A 一人当たり給与費

令和 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ
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 ⑷ 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

[　実施　　未実施　]

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由）)

②その他の見直し内容

 ⑸ 特記事項

なし

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 ⑴ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和4年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の2％の引き下げ及び地域手当の支給割合の見直
　し等に取り組むとされている。

（給料表の改定実施時期）
　　　　平成２７年４月１日
（内容）
　　行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均2％引下げ。激変緩和のため経過措置（現給保障）を
実施。他の給料表（医療職（一）給料表を除く）については、行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

 　　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

広島県 43.6 329,656 410,462 368,104

国 42.7 323,711 - 405,049

（国ベース）

三次市 45.2 330,340 390,081 354,052

参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

（Ａ）
平均給与月額

（国ベース）
対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ） Ａ／Ｂ

類似団体 42.7 316,789 375,800 343,390

区　　分

公　務　員 民　間

廃棄物処理業
従業員

47 306,000 1.19

うち学校給食員 52.5 4 341,200 348,475 342,825

― ― ― ―

うち清掃職員 59.0 3 337,033 365,057 350,700

三次市 55.1 13 348,654 371,284 358,269

― ― ― ―

国 51.1 2,114 286,570 - 328,416

調理士 45.5 241,400 1.44

広島県 - - - - -

― ― ― ―

― ― ― ―

類似団体 53.0 21 315,091 338,909 327,577
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円 円

円 円

円 円

1 「平均給料月額」とは、令和3年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
3 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成31年～令和3年の3ヵ年平

　均）。「年収ベースの比較」の「公務員（C）」と「民間（D）」のデータは，それぞれ平均給与月額を12倍したものに，公務
員においては前年度に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

4 公務員においては，臨時・非常勤職員を含みませんが，賃金構造基本統計調査は一定の条件のもとでアルバイト等非
正規雇用社員も含んでいます。また，技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり，年齢，業務内容，雇用形態，
平均経験年数等の点において，完全に一致しているものではありません。
賃金構造基本調査が企業規模10人以上の企業を対象にしているのに対し，人事院及び広島県人事委員会の民間給
与実態調査は事業規模50人以上の事業所を対象としています。

 ⑵ 職員の初任給の状況（令和4年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

 ⑶ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和4年4月1日現在）
区　　　　分

円 円 円

円 円 円

区　　　　分

円

円

区　　分

参　考

年収ベース(試算値)の比較

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ

国

一般行政職 大　学　卒 182,200 191,254 182,200

うち学校給食員 5,957,303 3,368,300 1.76

（注）

区　　　　　分 三　次　市 広　島　県

三次市 - - -

うち清掃職員 5,832,237 4,226,500 1.37

305,500

経験年数10年以上15年未満 経験年数15年以上20年未満 経験年数20年以上25年未満

一般行政職 大学卒 267,696 297,967 361,312

高　校　卒 154,900 157,116 150,600

技能労務職 高　校　卒 154,900 － －

経験年数25年以上30年未満

一般行政職 大学卒 384,300

高校卒 371,220

高校卒 206,300 294,400
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３　等級ごとの職員数等
 ⑴ 等級ごとの職員数の公表（令和4年4月1日現在）

行政職給料表

医療職職給料表（一）

職務
の級

標準的な職務
合計

係員級

保育士 17
保健師 0

計 44

計

1級
主事，技師，保育士，保健師の職
務

44 8.3%

主事 27

内訳 職制上の段階
（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

126

48

3級 主任の職務 126 23.7%
主任 103

専門員（再任用） 23
計

2級
主任主事，主任技師，主任保育
士，主任保健師の職務

48 9.0%

主任主事 32
主任保育士 13
主任保健師 3

75
90 16.9%

218 41.0%

係長級保育所長 15
計 90

159 29.9% 主査級
計 159

5級 係長，保育所長の職務 90 16.9%
係長

4級 主査の職務 159 29.9%
主査 159

7級
部長，事務部長，局長，支所長の
職務

22 4.1%

部長 8

7
教育次長 1

次長（地域包括支援センター）

43 8.1% 課長級
支所次長 7

会計管理者 1
事務局次長（議会事務局） 1

計

6級
課長，支所次長，会計管理者の職
務

43 8.1%

課長 34

43

内訳 職制上の段階
（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

合計 532 100.0%

職務
の級

標準的な職務
合計

1
議会事務局長 1

事務局長（監査事務局） 1
計 22

22 4.1% 部長級

事務部長（病院） 1
局長 1
監 1

支所長

33

課長及び
係長級

副医長 5
診療部長 1

診療技術部長 1
計 40

78 96.3%

係員級
計 38

2級 部長，医長，副医長の職務 40 49.4%

医長

1級 医員の職務 38 46.9%
医員 38

合計 81 100.0%

3 3.7% 部長級副院長 2
計 3

3級 病院長，副院長の職務 3 3.7%
病院長 1
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医療職職給料表（二）

医療職職給料表（三）

（注）１　三次市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
      ３　構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため合計が100%に一致しない場合がある。

内訳 職制上の段階
（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

職務
の級

標準的な職務
合計

4
計 4

3級 主任の職務 33 48.5%
主任 33

専門員（再任用）

42 61.8% 係員級

計 5

2級 主任技師の職務 4 5.9%
主任技師

1級 技師の職務 5 7.4%
技師 5

19 27.9% 主査級
計 19

5級 係長の職務 6 8.8%
係長

0
計 33

4級 主査の職務 19 27.9%
主査 19

1 1.5% 課長級
計 1

7級 部長の職務 0 0.0%
該当なし

6級 科長の職務 1 1.5%
科長 1

6
6 8.8% 係長級

計 6

内訳 職制上の段階
（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

合計 68 100.0%

職務
の級

標準的な職務
合計

0
0 0.0% 部長級

計 0

38
計 38

3級 主任の職務 108 38.7%
主任 106

専門員（再任用）

201 72.0% 係員級

計 55

2級 主任技師の職務 38 13.6%
主任技師

1級 技師の職務 55 19.7%
技師 55

42 15.1% 主査級
計 42

5級 看護師長，副看護師長の職務 33 11.8%
看護師長

2
計 108

4級 主査の職務 42 15.1%
主査 42

2 0.7% 課長級
計 2

7級 部長の職務 1 0.4%
看護部長

6級 副部長の職務 2 0.7%
看護副部長 2

14
33 11.8% 係長級副看護師長 19

計 33

合計 279 100.0%

1
1 0.4% 部長級

計 1
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 ⑵ 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和4年4月1日現在）

（注）１　三次市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

１　　級 主事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

23

区　　分 標準的な職務内容 職員数

7.3 195,500 304,200

３　　級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

87

6.7 146,100 247,600

２　　級 主任主事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

25

25.7 264,200 387,400

５　　級 係長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

62

25.5 231,500 350,000

４　　級 主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

88

10.8 319,200 410,200

７　　級 部長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

20

18.1 289,700 394,100

６　　級 課長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

37

5.9 362,900 444,900

6.7% 5.5% 5.8%

7.3% 8.5% 9.3%

25.5% 23.0%

51.1%

25.7% 28.6%

17.6%18.1% 17.5%

10.7%10.8% 11.1%

5.5%5.9% 5.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和4年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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 ⑶ 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和4年4月1日現在）

 ⑷ 昇給への人事評価の活用状況（三次市）

　昇給日（4月1日）前の一年間に、病気休暇や休職などの日数が一定の日数を超えた職員、又は処分を受けた職員について
は、その休暇等の日数や処分内容に応じて昇給号数を減じたり、あるいは昇給しないこととしています。

平成 4 年 4 月 2 日から令和 5 年 4 月 1 日 

までにおける運用 

三次市 国 

管理職員 一般職員 
特定管理 

職員 
一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 

標準に加え、上位及び下位の区分も適用     ○ ○ 

標準に加え、上位の区分も適用         

標準に加え、下位の区分も適用         

標準の区分のみ適用 ○  ○      

ロ 人事評価を実施していない     
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４　職員の手当の状況

 ⑴ 期末手当・勤勉手当

千円 千円
（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当
 月分  月分  月分  月分  月分  月分
 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　勤勉手当への人事評価の活用状況（三次市）

2.55 1.9 2.4 1.9 2.55 1.9

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度） ―
1,440 1,585

三　　　　　次　　　　　市 広　　　　　島　　　　　県 国

役職加算5～15％ 役職加算5～20％、管理職加算5～25％ 役職加算5～20％、管理職加算10～25％

　基準日（6月1日及び12月1日）以前の6か月間に、病気休暇や欠勤などの日数が一定の日数を超えた職員、又は処分
を受けた職員については、その日数や処分内容に応じて、勤勉手当の支給割合を減じています。

(1.45) (0.90) (1.45) (0.90) (1.45) (0.90)

令和 4 年度中における運用 

三次市 国 

管理職員 一般職員 
特定管理 

職員 
一般職員 

イ 人事評価を実施した ○ ○ ○ ○ 

 

標準に加え、上位及び下位の成績率も適用     ○ ○ 

標準に加え、上位の成績率も適用         

標準に加え、下位の成績率も適用         

標準の成績率のみ適用 ○  ○      

ロ 人事評価を実施していない     
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 ⑵ 退職手当（令和4年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分
その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　）
１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額である。

 ⑶ 地域手当
（令和4年4月1日現在）

千円

　円

％ 人 ％

％ 人 ％

 ⑷ 特殊勤務手当（令和4年4月1日現在）
千円

　円

　％

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市 国

支給実績（令和３年度決算） 1,585

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 316,984

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算） ・定年前早期退職特別措置（2％～45％加算）
・職制上の段階、職務の級等による調整額の加算措置

2,742 19,679

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

手当の種類（手当数） 6

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給実績（令和３年度決算） 146,869

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 366,256

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度） 43.6

東京都のうち特別区 20.0 0 20.0

広島市 10.0 5 10.0

夜間看護手当
深夜（午後10時から翌日の午前5時ま
での間）において行われる看護等の業
務に従事した職員

深夜の時間帯において看
護等の作業に従事したとき

２時間未満　　　　　　2,150円

２時間以上４時間未満  3,400円

４時間以上　　　　　　   3,900円

行路死亡人の収容の作業
に従事したとき

１件当たり1,500円

放射線・検査取扱手当
放射線科・検査科に勤務を命ぜられ作
業した職員

放射線科・検査科に勤務を
命ぜられ作業に従事したと
き

日額230円

防疫等作業従事手当 防疫作業を行った職員 防疫作業に従事したとき

日額500円

新型コロナ感染症対応
日額3,000円または4,000円

行旅死亡人等取扱手当

行路病人の救護の作業に従事した職
員

行路病人の救護の作業に
従事したとき

１件当たり800円

行路死亡人の収容の作業に従事した
職員

救急医療業務従事手当 救急医療業務に従事した医師等

休日又は夜間（午後10時か
ら翌日の午前5時までの間）
において、緊急を要する救
急医療業務に従事したとき

1件当たり7,000円

分べん業務従事手当 分べん業務に従事した医師等

正規の勤務時間内に出生し
た新生児に係る分べん業務
に従事したとき

1件当たり10,000円

正規の勤務時間外に出生し
た新生児に係る分べん業務
に従事したとき

1件当たり25,000円
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 ⑸ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日現在

の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員

を含む。

 ⑹ その他の手当（令和4年4月1日現在）

円

円

円

円

円 円

円

円

円

円

円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ２ 年 度 決 算 ） 537

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ） 511,132

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ） 604

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 決 算 ） 462,059

千円 256,055 円
　子（0歳～15歳） 10,000

　子（16歳～22歳） 15,000

　父母等 6,500

扶養手当

　配偶者 6,500

同じ - 101,654

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

(令和３年度決算）

支給実績
支給職員１人当た
り平均支給年額

円
　交通機関

55,000 円
　（1ヶ月あたり支給限度額）

　交通用具
23,600 円

　（1ヶ月あたり支給限度額）

千円 265,904

通勤手当

通勤の為、公共交通機関、交通用具を利
用・使用している職員

同じ - 65,299 千円 89,573

住居手当 　借家　（上限） 28,000 同じ - 70,996

　医療職次長級 56,000

　行政・医療職課長級 31,000

（平成18年度から育児休暇制度に係る代替
職員の原資として10％削減し定額化した）

休日給手当
休日等における正規の勤務時間中に勤務
した職員　　給料の時間単価×1.35×時間
数

　行政職部長級 53,000

　行政職次長級 41,000

　医療職部長級 81,000

305,000 円

管理職手当

管理監督の地位にある職員

異なる - 40,109 千円 520,896 円

単身赴任手当
異動等により転居し、やむを得ない事情により配
偶者と別居し、単身で生活している職員　30,000
円～100,000円（距離加算）

同じ - 7,320 千円

同じ - 時間外勤務手当に含む
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病院職員の手当

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（令和4年4月1日現在）

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円 ／ 円

円

円

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

（注）２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（4年＝48月）勤めた場合における

　　　　退職手当の見込額である。

支給実績
支給職員１人当た
り平均支給年額

夜間勤務手当
正規の勤務時間として深夜に勤務した職員
給料の時間単価×0.25×時間数

同じ - 23,191 千円 134,834 円

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

(令和３年度決算）

338,034 円

　一般行政職 4,200

　医療技能職 7,200

　医師 20,000

　自宅待機
医師

宿日直手当

宿日直勤務を命ぜられた職員

準拠
自宅待機を
命ぜられた
職員　無

56,114 千円

10,000

医療技能職 3,600

区　　　分
給 料 月 額 等

三次市 (参考）　類似団体における最高／最低額

給
料

市            長 900,000 円 1,000,000 560,000

54,557 円

特地勤務手当
医師、歯科医師が赴任する場合の生活不
便に対し、医師、歯科医師確保のため
（給料月額＋扶養手当月額）×１５％

準拠
地域によっ
て支給の有
無がある

68,764 千円 799,584 円

管理職特別
勤務手当

週休日等に臨時・緊急の必要により勤務し
た管理職員　　 　4、000円～12、000円

同 - 3,819 千円

議 員 371,000 円 432,000 268,200

期
末
手
当

市 長 　　（令和4年度支給割合）

副 市 長 4.40

347,900

副 議 長 407,000 円 475,000 285,100

副 市 長 730,000 円 802,000 585,000

報
酬

議 長 454,000 円 535,000

退職時

退
職
手
当

　　（算定方式） （1期の手当額） 　（支給時期）

市 長 900,000円×支給率（５．０）×年数 18,000,000 退職時

副 市 長

月分

議 長 　　（令和4年度支給割合）

副 議 長
4.40 月分

議 員

730,000円×支給率（３．０）×年数 8,760,000
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６　職員数の状況
⑴ 職員の採用状況（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

○再任用

⑵ 職員の退職の状況（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

（注）１　定年退職：地方公務員法第28条の2第1項の規定により離職すること。

　　　２　普通退職：自己都合により退職すること。

試 験 職 種 令和３年度採用者数 令和２年度採用者数

保育士 5 人 6 人

保健師

市
長
事
務
部
局
等

事務職 17 人 15 人

身体障害者対象事務職 1 人

技師 1 人 1 人

看護師・助産師 17 人 16 人

小　計 50 人 44 人

小　計 27 人 26 人

中
央
病
院

医師 28 人 27 人

医療技術職 5 人 1 人

看護師（診療所） 1 人 1 人

教育委員会指導主事 2 人 3 人

中央病院（医療職）
フルタイム勤務 3人

短時間勤務 0人

区分
市長事務部局等

合　計 77 人 70 人

区　分　等 令和３年度人数

市長事務部局等
フルタイム勤務 18人

短時間勤務 4人

普 通 退 職 11人                           22人                          40人                            43人                          

分 限 免 職 -                                -                               -                                -                              

中央病院（医療職）

令和3年度退職者数 前年度退職者数 令和3年度退職者数 前年度退職者数

定 年 退 職 16人                           15人                          5人                             1人                           

死 亡 退 職 2人                            1人                           -                                -                              

合 計 29人                           38人                          45人                            44人                          

懲 戒 免 職 -                                -                               -                                -                              

失 職 -                                -                               -                                -                              
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⑶ 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

⑷ 年齢別職員構成の状況（令和4年4月1日現在）

　

・部門の強化

総　　　務 127 128 1        ・部門の強化

議　　　会 6 6           

税　　　務 32 32           

△ 1    

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
令和3年 令和4年

計 425 426 1        
＜参考＞　人口１万当たり職員数   　85.0人

農林水産 32 32           

商　　　工 7 6 △ 1    ・部門の調整

一

般

行

政

部

門

衛　　　生 21 21           

労　　　働 1 1           

民　　　生 156 158 2        

下水道 14 14           

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　　院 432 444 12       ・執行体制の見直し

水　　道 11 11           

小　　　計 464 465 1            
＜参考＞　人口１万当たり職員数    92.27  人

　　（類似団体の人口１万当たりの職員数87.30人）

普

通

会

計

部

門

　　（類似団体の人口１万当たりの職員数67.14人）

教育関係 39 39           ・部門変更　

土　　　木 43 42 ・部門の調整

合　　　　計
947 960 13       ＜参考＞　

[ 1,287   ］ [ 1,287   ］      人口１万当たり職員数 　190.48 人

そ の 他 26 26           

小　　　計 483 495 12       

計
未満 23歳 27歳 31歳 35歳

60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

0 61 93 105 80 90
人 人 人 人 人 人

以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳
区　分 ～ ～ ～

96057 139 120 104 82 29
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⑸ 職員数の推移

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

　

426人       ▲ 12人    (▲2.7%)    

教 育 42人         37人        42人        44人        39人         39人         

一 般 行 政 438人        437人       426人       428人       425人        

　　　　　　　　　区　　分

部　　門
平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和3年 令和4年

過 去 ５ 年 間
の 増 減 数 ( 率 )

(▲3.1%)    

公 営 企 業 会 計 等 487人        483人       484人       487人       483人        495人       8人          (1.6%)       

▲ 3人      (▲7.1%)    

普 通 会 計 計 480人        474人       468人       472人       464人        465人       ▲ 15人    

960人       ▲ 7人      (▲0.7%)    総 合 計 967人        957人       952人       959人       947人        

14



７　公営企業職員の状況
　⑴ 水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、令和4年3月31日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））

　　　　を含み、会計年度任用職員を含まない。

　 　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、

　　　　会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

イ　 特記事項

平成16年4月1日新設合併

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和4年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（令和3年度支給割合） （令和3年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当
 月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

イ　退職手当（令和4年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　）
１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和2年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当　　　支給なし

エ　特殊勤務手当　　　支給なし

　質収支 職員給与費比率 令和２年度の総費用に

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

％

３年度 1,672,531 7,253 69,332 4.1 4.6

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

令和 　　　　千円 千円　 千円　 ％

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

令和 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）　市 町 村

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

三 次 市 （ 一 般 行 政 職 ） 44.7 340,945 515,192

三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市 三　　　次　　　市　　（一般行政職）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

三 次 市 水 道 事 業 48.2 359,083 533,851

千円

３年度 11 46,499 8,916 10,641 66,056 6,005 6,028

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

役職加算5％～15％ 役職加算5％～15％

三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市 三　　次　　市　　（一般行政職）

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

１人当たり平均支給額（令和3年度） １人当たり平均支給額（令和3年度）
1,354 1,572

2.55 1.9 2.55 1.9

0 0 0 17,691

47.709 47.709 47.709 47.709
・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算） ・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算）
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日
　現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時
　間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（令和4年4月1日現在）

円

円

円

円

円 円

円

円

円

円

円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 2 年 度 決 算 ） 464

支 給 実 績 （ 令 和 3 年 度 決 算 ） 6,084

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 3 年 度 決 算 ） 553

支 給 実 績 （ 令 和 2 年 度 決 算 ） 5,102

千円 152,000 円
　子（0歳～15歳） 10,000

　子（16歳～22歳） 15,000

　父母等 6,500

扶養手当

　配偶者 6,500

同じ - 912

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

(令和3年度決算）

支給実績
支給職員1人当た
り平均支給年額

円
　交通機関

55,000 円
　（1ヶ月あたり支給限度額）

　交通用具
23,600 円

　（1ヶ月あたり支給限度額）

千円 306,000

通勤手当

通勤の為、公共交通機関、交通用具を利
用・使用している職員

同じ - 808 千円 80,760

住居手当 　借家（上限） 28,000 同じ - 306

　行政職部長級 53,000

　行政職次長級 41,000

　医療職部長級 81,000

0 円

管理職手当

管理監督の地位にある職員

異なる - 1,008 千円 504,000 円

単身赴任手当
異動等により転居し、やむを得ない事情に
より配偶者と別居し、単身で生活している職
員　30,000円～100,000円（距離加算）

同じ - 0 千円

同じ - 時間外勤務手当に含む

　医療職次長級 56,000

　行政・医療職課長級 31,000
（平成18年度から育児休暇制度に係る代替職
員の原資として10％削減し定額化した）

休日給手当
休日等における正規の勤務時間中に勤務
した職員　　給料の時間単価×1.35×時間
数
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　⑵ 下水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、令和4年3月31日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））

　　　　を含み、会計年度任用職員を含まない。

　 　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、

　　　　会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

イ　 特記事項

平成16年4月1日新設合併

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和4年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（令和3年度支給割合） （令和3年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

イ　退職手当（令和4年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　無　　　　）
１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当　　　支給なし

エ　特殊勤務手当　　　支給なし

　質収支 職員給与費比率 令和2年度の総費用に

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

％

3年度 2,106,268 355 88,652 4.2 4.2

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

令和 　　　　千円 千円　 千円　 ％

　　計　　Ｂ 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

令和 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり （参考）　市 町 村

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

三 次 市 （ 一 般 行 政 職 ） 44.7 340,945 515,192

三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市 三　　　次　　　市　　（一般行政職）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

三 次 市 下 水 道 事 業 45.3 355,835 575,029

千円

3年度 14 53,577 10,695 21,243 85,515 6,108 5,920

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

役職加算5％～15％ 役職加算5％～15％

三　　　　　　　　　　　次　　　　　　　　　　　市 三　　次　　市　　（一般行政職）

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

１人当たり平均支給額（令和3年度） １人当たり平均支給額（令和3年度）
1,519 1,572

2.55 1.9 2.55 1.9

0 0 0 17,691

47.709 47.709 47.709 47.709
・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算） ・定年前早期退職特別措置（2％～20％加算）
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の４月１日
　現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時
　間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（令和4年4月1日現在）

円

円

円

円

円 円

円

円

円

円

円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ２ 年 度 決 算 ） 455

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ） 5,847

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 令 和 ３ 年 度 決 算 ） 450

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 決 算 ） 5,459

千円 272,708 円
　子（0歳～15歳） 10,000

　子（16歳～22歳） 15,000

　父母等 6,500

扶養手当

　配偶者 6,500

同じ - 3,273

手　当　名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

(令和3年度決算）

支給実績
支給職員1人当た
り平均支給年額

円
　交通機関

55,000 円
　（1ヶ月あたり支給限度額）

　交通用具
23,600 円

　（1ヶ月あたり支給限度額）

千円 300,080

通勤手当

通勤の為、公共交通機関、交通用具を利
用・使用している職員

同じ - 904 千円 82,200

住居手当 　借家（上限） 28,000 同じ - 1,500

　行政職部長級 53,000

　行政職次長級 41,000

　医療職部長級 81,000

0 円

管理職手当

管理監督の地位にある職員

異なる - 372 千円 372,000 円

単身赴任手当
異動等により転居し、やむを得ない事情により配
偶者と別居し、単身で生活している職員　30,000
円～100,000円（距離加算）

同じ - 0 千円

同じ - 時間外勤務手当に含む

　医療職次長級 56,000

　行政・医療職課長級 31,000
（平成18年度から育児休暇制度に係る代替職
員の原資として10％削減し定額化した）

休日給手当
休日等における正規の勤務時間中に勤務
した職員　　給料の時間単価×1.35×時間
数
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８　勤務時間その他の勤務条件の状況

⑴ 勤務時間等（令和4年4月1日現在）

⑵ 年次有給休暇の使用状況（令和4年）

⑶ 休暇の導入状況

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
休
　
　
　
　
暇

 １日の勤務時間 7時間45分

 勤務時間の開始時刻 午前8時30分

 勤務時間の終了時刻 午後5時15分

 １週間の勤務時間 38時間45分

選挙権その他の公民権としての権利を行使
する場合

必要と認められる期間

裁判員，証人，鑑定人，参考人として出頭
する場合

必要と認められる期間

骨髄液・末梢血管細胞移植のための末梢血
管細胞を提供する場合

必要と認められる期間

ボランティア活動を行う場合 5日/年以内

結婚する場合

20日（最大で繰越20日を含めて40日） 11.53

項目 付与日数等

年次有給休暇 1年につき20日（20日を限度に翌年度に繰越可）

 休 憩 時 間 午後零時から午後1時まで

 週休日 日曜日及び土曜日

付与日数 平均使用日数（行政職）

生後1年に達しない子を保育（授乳等）する
場合

1日2回それぞれ30分以内の時間

配偶者が出産する場合
出産のために入院する日から産後2週間を経過する期間内における2日以
内

中学校就学前の子の看護 5日/年以内（2人以上の場合は10日/年以内）

妊娠中又は出産の日以後1年以内の女子職員
が保健指導又は健康診査を受ける場合

必要と認められる時間

妊娠中の職員で通勤緩和措置が必要である
と認められる場合

1時間/日以内で必要と認められる場合

生理日において勤務することが著しく困難
である女子職員の場合

2日/回で必要と認められる期間

連続する5日以内の期間

不妊治療に係る通院等 5日/年以内（体外受精等の場合は10日/年以内）

女子職員が分べんする場合
産前 出産予定日の8週間（多胎妊娠の場合は14週間）前から出産までの期間

産後 出産の日の翌日から8週間を経過する日までの期間

心身の健康の維持及び増進等の場合
（リフレッシュ休暇）

2日/年度

災害により現住居が滅失・損壊した場合 連続する7日（週休日を含む）の範囲内の期間

災害・交通機関の事故等により出勤が困難
な場合

必要と認められる期間

災害により退勤途上の危険を回避する場合 必要と認められる期間

親族が死亡した場合（忌引） 1日から7日以内（続柄により付与日数は異なる）

父母を追悼する場合（父母の死亡後15年以
内に行う場合に限る）

1日

夏季休暇 7月から9月までの間で3日以内

19



⑷ 育児休業等の利用状況（令和3年度）

９　分限及び懲戒の状況

⑴ 分限処分の状況

※ 令和3年度の休職者のすべてが，心身の故障のため長期休養を要する場合に該当するものでした。

⑵ 懲戒処分の状況

男性職員の育児参加休暇
5日/妻の出産予定日の６週間（多胎妊娠14週間）前の日から子が1歳に
達するまでの期間

1歳6箇月未満の子どもを有する職員で配偶
者とともに子育てに専念する場合
（お父さんお母さん休暇）

1人の子どもにつき最長2箇月

負傷，疾病又は老齢により2週間以上の期間
にわたり日常生活を営むのに支障がある者
の介護及び必要な世話を行う場合
（短期介護休暇）

5日/年以内（2人以上の場合は10日/年以内）

部分休業
小学校就学の始期に達するまでの子を養育しつつ勤務する場合において，1日の
勤務時間のうち2時間を限度として勤務しないことができる制度

33

育児短時間勤務
小学校就学の始期に達するまでの子を養育しつつ勤務する場合において，一定
の勤務形態により，希望する日及び時間帯において短時間勤務をすることがで
きる制度

2

種　別 制　　度　　の　　内　　容 取得人数（人）

育児休業 3歳に満たない子を養育するために休業することができる制度 57

病気休暇
90日（精神疾患の場合は180日）を超えない範囲でその療養に必要と認
められる期間

介護休暇（無給休暇）
職員が親族を2週間以上の期間にわたり介護を行う場合に，合計6箇月の
期間内で必要と認められる期間

介護時間（無給休暇）
職員が親族を2週間以上の期間にわたり介護を行う場合に，連続する3年
の期間内で必要と認められる期間（1日の勤務時間のうち，2時間を超え
ない範囲とする）

戒告 減給 停職 免職 合計

2人 0人 1人 0人 3人

0人 0人 19人 0人 19人

　懲戒処分は，職員の一定の服務義務違反に対して科する制裁としての処分で，公務における規律と秩序の維持を
目的として職員の道義的責任を問うものです。懲戒処分には，戒告，減給，停職，免職の4種類があります。
　令和3年度に行った懲戒処分は，次のとおりです。

　分限処分は，職員が職責を十分に果たすことができない場合に，職員の意に反する不利益な身分上の変動をもた
らす処分で，公務能率の維持向上を図ることを目的としています，分限処分には，降任，免職，休職，降給の4種類
があります。
　令和3年度に行った分限処分は，次のとおりです。

降任 免職 休職 降給 合計
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10　職員研修の状況（行政職）

⑴ 人材育成・能力開発研修

チューター職員研修 チューター職員

・必要な知識・スキルの習得を図る
・チューター職員の不安を解消する
・新規採用職員のスムーズな職場生活や業務進行に
繋げる

12

部長級職員組織マネジメント研修
課長級職員人材マネジメント研修
係長級職員業務マネジメント研修

部長級
課長級
係長級

・コンプライアンスに関する正しい理解と，その重
要性を再確認する。
・事例を交えながら，コンプライアンス違反は決し
て他人事ではなく自分事としてとらえるべきである
ことを理解する

142

新任課長級・新任係長級職員研修
新任課長級
新任係長級

・課長級・係長級に期待する役割について 21

チューター制度説明会
新規採用者
チューター職員

・チューター制度について 32

項　目 対象者 目的・内容 参加者数

新入職員オリエンテーション等 新規採用者 ・市職員としての心構えや各種制度について学ぶ 21

メディアトレーニング研修 部長級
・マスコミへの適時適切な情報共有に係る知識の習
得
・取材対応・記者会見対応能力の向上

23

公務員倫理／コンプライアンス研修 課長級
・公務員倫理・コンプライアンス意識の向上
・市民の期待にこたえる市役所づくり

45

会計事務初任者研修会 会計事務初任者 ・会計事務関連知識の習得 45

コンテンツ管理システム操作研修
コンテンツ制作者
新規採用職員

・コンテンツ管理システムに係る操作知識の習得
・ページ作成や公開時のポイントの把握

41

新三次教育ビジョン策定に向けた先進
地事例情報連携研修会

教育委員会係長級
以上

・新三次教育ビジョン策定に向け，「持続可能な三
次」の創造・構築をめざすための先進地事例の情報
収集・連携

12

ハラスメント研修
部長級
課長級
係長級

・ハラスメントの排除，職員の資質向上，組織風土
づくり，良好な勤務環境の確保
・人権尊重の推進

158

メンタルヘルス・マネジメント研修 部長級
・管理職に求められる職員の健康管理に係る知識の
習得
・だれもが働きやすい職場づくりへの取組

23

性の多様性研修
全職員
（医療職除く）

・性の多様性への理解促進
・性的少数者が置かれている状況の理解促進

1038

電波の安全性に関する説明会 関係職員 ・電波の安全性への理解を深める。 24
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交通安全研修会
新規採用者
事故した人

・安全運転の徹底
・事故抑制の意識高揚
・公用車事故ゼロをめざす

23

メンタルヘルス研修（動画視聴） 部課長級
・集団分析結果を活用し，職場の現状について理解
を深め，職場改善につなげ，組織活性化を行う。

80

感染症予防対策研修会 保育所関係職員
・新型コロナウイルスの正しい理解と適切な予防方
法の習得

43

新規採用職員特別研修 新規採用者

・期待される職員像を確認する
・期待される職員像に向けて前向きに取り組む状態
となる
・グループワークを通して対話力等を実践するとと
もに，同期入庁者の横連携を強める

20
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11　職員の退職管理の状況

⑴ 職員の退職管理の状況
（単位：人）

（注）三次市職員の退職管理に関する条例第３条に基づき，離職後２年間に営利企業等に再就職したとして届け出た職員
数です。

12　勤務条件に関する措置の要求の状況
（単位：件）

13　不利益処分に関する審査請求の状況
（単位：件）

R4.3.31現在
継続件数

Ａ

R3.4.1～R4.3.31の
措置要求の件数

Ｂ

R3.4.1～R4.3.31の
終結件数

Ｃ

R4.3.31現在
継続件数

（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

0 0 0 0

R4.3.31現在
継続件数

Ａ

R3.4.1～R4.3.31の
措置要求の件数

Ｂ

R3.4.1～R4.3.31の
終結件数

Ｃ

R4.3.31現在
継続件数

（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

0 0 0 0

区　　分
民間企業

（株式会社・有限会社）
左記以外の法人

令和3年度退職者 0人 2人
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